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総務省地域力創造グループの
R8新規・拡充事業のポイントについて

総務省地域力創造グループ



総務省のミッション
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地域力創造グループの施策の全体像 ～活力ある持続可能な地域の実現～

・デジタルの活用・多様な人材の活躍
ＤＸ推進体制、デジタル人材の確保・育成、地域社会のデジタル化参考事例集、地域力創造アドバイザー、多文化共生 

人の流れの創出

・地域おこし協力隊
都市部から条件不利地域に住民票を
異動し、地域協力活動に従事
R6 7,910人(過去最高)→目標 10,000人

・地域活性化起業人
都市部に所在する企業の社員等が自治
体と協働で地域活性化の業務に従事
R6 390社、871人(過去最高)

・移住・定住
移住相談件数 R6 約43万件(過去最高)

・関係人口
ふるさとミライカレッジ、ふるさとワーキング
ホリデー、こども農山漁村交流、サテライト
オフィス 等
・ふるさと住民登録制度【新規】
地域の担い手確保や活性化につなげる
「ふるさと住民登録制度」を創設

地域経済循環の拡大
雇用の確保

・ローカルスタートアップ
地域の資源と資金を活用した新規事業
を支援
R5 23件→R6 82件→R7 100件以上

・事業承継等人材マッチング支援事業
地域の企業と事業承継等人材とのマッ
チングを支援
R7 90団体

・特定地域づくり事業協同組合
地域の仕事を組み合わせて雇用を創出
R7.12月 135組合

地域の暮らしを守る

・定住自立圏
市町村間の連携・協力により、圏域全体で
必要な生活機能を確保、定住を促進

・地域運営組織
地域内の様々な主体が参画し、地域
課題の解決に向けた取組を持続的に
実践する組織
R6 8,193組織

・集落支援員
集落対策の推進に関するノウハウを有す
る人材が、住民同士の話し合い、具体的
な取組をサポート
R6 専任2,645人 兼任3,022人

・過疎対策
過疎法に基づき過疎地域を支援

(過去最高)
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① ローカル10,000プロジェクト 【国費】
・公費助成の上限額を引き上げ（原則2,500万円→3,000万円）。
・「融資／公費」比率に応じた公費助成のかさ上げ措置について、比率
と上限額を見直し（最高5,000万円→5,500万円）

２ 地域経済の好循環による付加価値の創造１ 地方への人の流れの創出・拡大

② 地域活性化起業人
・企業派遣型での受入れに要する経費の上限額引き上げ
（590万円→610万円）

① 地域おこし協力隊
・地域協力活動として地場産業等に従事し、任期終了後に
一定の要件の下で当該地場産業等に係る起業・事業承継
を行うこととする場合、特例として活動期間を最大５年
に延長可能

・起業・事業承継に要する経費に対する特別交付税措置に
ついて、対象期間を拡充（任期終了後１年まで→任期終
了後３年まで）し、新たな雇用の創出等の要件を満たす
場合において特別交付税措置の上限額を引き上げ（100
万円→200万円）

総務省の地域力創造施策の新規・拡充事業について

② 特定地域づくり事業協同組合
・組合の運営支援に要する経費に対する国交付金の対象経費上限額を
引き上げ（派遣職員人件費400万円→450万円、事務局運営費600万
円→670万円）【国費】

・組合への設立支援に要する経費に対する特別交付税措置の上限額を
引き上げ（300万円→390万円）

ふるさと住民登録制度の創設
・関係人口の規模や地域との関係性を可視化し、地域の担い手確保や活性化につなげる「ふるさと住民登録制度」を創設【新規】
・誰もがアプリで簡単、簡便に登録でき、担い手活動等を通じて地域との関わりを深められるよう、プラットフォームとなるシス
テムを構築【国費】

・全国自治体の取組の参考となる事例を創出するとともに、アプリの利便性等の実証を行うため、関係人口施策への取組状況や人
口規模等に応じたモデル事業を実施【国費】

３ 多様な人材の活躍（地域力創造アドバイザー）
・現行１市町村あたり３年間となっている活用期間について､異なる
アドバイザーを活用する場合には新たに３年間活用可能とする

・対象経費の上限額を引き上げ（590万円→610万円）、謝金（報償
費）単価の上限を新たに設定（9,300円/時）
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地方交付税とは
地方団体間における財政力の格差を解消するため、地方交付税の適正な配分を通じて地方団体間相互間の過不足を調整、均てん化

普通交付税＝財源不足団体に対し交付（R6：18兆6,000億円）
特別交付税＝普通交付税で捕捉されない特別の財政需要に対し交付（Ｒ6：1兆2,597億円）

（例）地域医療（公立病院等）、地域交通（地方バス・離島航路等）、文化財保存、消防救急関係等

(参考 )地方交付税の活用

財源不足 標準的な財政収入

普通交付税

標準的な財政需要

地方団体の財政

特別
交付税

特別な
財政需要
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地域活性化・地域経済に必要な人材・ノウハウの地方への流れの創出・拡大

地方部（地域内）都市部（地域外）

地域企業

自治体

地域外人材

担い手の
裾野拡大

地域内人材

・企業・シニアのノウハウを活用し
て様々な分野で地域活性化

・自治体DXに必要なデジタル
人材を確保

・地域外の人材を受け入れて
様々な分野で地域活性化

【地域における
高付加価値型産業の創出】
・地域資源の活用促進
・スタートアップの創出促進

【地域に必要な事業者を守る】
・事業承継
・エッセンシャルワーカー・専門人材の
育成・確保

【新たな事業者を創出】
・ローカルスタートアップ
・事業承継に伴う第二創業

二地域居住

創業・就業

地域産業の付加価値創造
・新陳代謝を促進

自治体ＤＸアクセラレータ等
（デジタル人材）

地域活性化起業人
（企業・シニアの専門人材）

地域おこし協力隊
（若者・女性・シニア・JET等）

二地域居住・移住

移住

ふるさとワーキングホリデー
（大学生）

ふるさとミライカレッジ
（若者）

ＪＥＴ（外国青年招致事業）

事業承継等人材マッチング
（事業承継人材、企業経営人材、
若者・女性・シニア・外国人等）

ふるさと住民登録制度【新規】
移住・定住支援

ノウハウ

DX
ローカル10,000
プロジェクト

特定地域づくり事業
協同組合

地域活性化に
必要な人材・ノウハウを
マッチング・確保

地域経済に
必要な人材・ノウハウを
マッチング・確保

「ふるさと住民登録制度」の創設等、関係人口へのアプローチを強化し、更なる地域の担い手確保・地域活性化を実現
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令和8年度当初予算額 29.2（億円）令和７年度補正予算及び令和８年度当初予算案
地域力創造グループ施策

８ .都道府県と市町村が連携した推進体制の強化と
 地方公共団体におけるデジタル人材の確保・育成の促進
【主な経費】自治体デジタル人材確保支援事業 [令和7年度補正予算 2.0億円]

５ .ローカル 1 0 , 0 0 0プロジェクト等の推進
【主な経費】地域経済循環創造事業交付金 6.7億円   ［令和7年度補正予算 21.2億円］

２ .地域おこし協力隊等の充実
【主な経費】地域おこし協力隊の推進に要する経費 2.5億円 ［令和7年度補正予算 1.2億円］

【主な経費】ふるさとミライカレッジ推進事業 0.2億円  [令和7年度補正予算 1.9億円] 
ふるさとワーキングホリデー推進事業 0.3億円
都市・農山漁村の地域連携による子供農山漁村交流推進事業 0.2億円

４ .関係人口の創出・拡大

７ .過疎対策の推進
【主な経費】過疎地域持続的発展支援交付金 8.0億円

３ .地域活性化起業人の活用の推進
【主な経費】地域活性化起業人制度推進調査費                         [令和7年度補正予算 0.3億円] 

1 .ふるさと住民登録制度の創設
【主な経費】ふるさと住民登録制度に要する経費             ［令和7年度補正予算 3.5億円］

※ その他、デジタル庁予算にて、プラットフォームとなるシステムを構築
［令和７年度補正予算 32.1億円 ］

令和7年度補正予算額 63.3（億円）

（R8当初予算額）（R7補正予算額）

1.2 2.5

0.3
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35.6

21.2 6.7

8.0

0.7

９ .その他 4.3
63.3 29.2

６ .特定地域づくり事業協同組合制度
【主な経費】特定地域づくり事業推進費（内閣府予算計上） 6.2億円［令和7年度補正予算 0.8億円］ 
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